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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
未処理澱粉に水を加えた澱粉懸濁液に次亜塩素酸ナトリウムを添加してｐＨ１０．５～１
１．５で反応させた後、前記澱粉懸濁液の残存塩素除去処理がｐＨ１０．５～１１．５で
行われることにより生成され、前記生成された澱粉中のカルボキシル基含量が０．１重量
％未満であり、且つ糊粘度が未処理澱粉よりも高いことを特徴とする澱粉。
【請求項２】
前記次亜塩素酸ナトリウムの添加量が澱粉乾燥物重量に対して有効塩素として５０～４０
００ｐｐｍであることを特徴とする請求項１記載の澱粉。
【請求項３】
前記未処理澱粉がタピオカ澱粉であり、且つ前記次亜塩素酸ナトリウムの添加量が澱粉乾
燥物重量に対して有効塩素として２００～１０００ｐｐｍであることを特徴とする請求項
２記載の澱粉。
【請求項４】
前記未処理澱粉がコーンスターチであり、且つ前記次亜塩素酸ナトリウムの添加量が澱粉
乾燥物重量に対して有効塩素として２００～２０００ｐｐｍであることを特徴とする請求
項２記載の澱粉。
【請求項５】
前記未処理澱粉がワキシーコーンスターチであり、且つ前記次亜塩素酸ナトリウムの添加
量が澱粉乾燥物重量に対して有効塩素として２００～４０００ｐｐｍであることを特徴と
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する請求項２記載の澱粉。
【請求項６】
前記未処理澱粉が馬鈴薯澱粉であり、且つ前記次亜塩素酸ナトリウムの添加量が澱粉乾燥
物重量に対して有効塩素として５０～１０００ｐｐｍであることを特徴とする請求項２記
載の澱粉。
【請求項７】
請求項１から６のいずれか一項に記載の澱粉を含有することを特徴とする食品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、増粘効果の高い澱粉及びその製造方法に関し、特に未処理澱粉よりも増粘効果
が高く、且つ塩素臭が低減された漂白澱粉及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
一般的に澱粉は、水存在下での加熱時に吸水して粒が膨潤し、その膨潤が物理的限界に達
すると粒が崩壊する。崩壊が進むと粒は細分化され、やがて完全に消失する。これら一連
の現象において、その粘度は澱粉粒の状態に応じて変化していく。例えば、澱粉を水に懸
濁しただけでは粒がほとんど吸水しない為、粘度もほとんど発現しない。これを加熱して
いくと粒が膨潤し、粘度が発現する。その後加熱温度が上昇すると粒の膨潤が促進され、
粘度は増加していく。粒の膨潤が物理的限界の直前に達すると、粘度も最大となる。その
後粒の崩壊が起こると粘度は低下し始め、崩壊した粒が一定に細分化されるまで粘度は低
下していく。
【０００３】
澱粉は様々な食品に用いられているが、そのほとんどが加熱時の澱粉の増粘によって食感
を向上させることを目的としている。代表的な例としては、タレ、ソース、ドレッシング
、フィリング類の粘性や保形性の向上及び安定化、水産畜産練り食品、点心類、麺類、和
洋菓子類の粘弾性の付与及び安定化などが挙げられる。
【０００４】
しかしながら、前述したように澱粉は一定以上の加熱によって崩壊する性質がある為、加
熱・調理条件によっては粘度が低下し、期待する粘度が得られない場合がある。この現象
は、機械的シェア、加圧、極端な酸性もしくはアルカリ性によって促進され易い。
【０００５】
この現象は、澱粉が崩壊し難いようにすることによって改善することが可能である。即ち
、澱粉の粒構造を強化することによって澱粉の膨潤を抑制し、崩壊し難い性質に変化させ
ることができる。粒構造を強化する方法としては、リン酸架橋、アセチル化アジピン酸架
橋などのように澱粉の分子内もしくは分子間に架橋構造を化学修飾的に導入する方法が挙
げられる。一方で、湿熱処理、温水処理などの物理的加工によって澱粉粒の結晶構造を変
化させる方法が挙げられる。
【０００６】
しかしながら、リン酸架橋やアセチル化アジピン酸架橋などの化学修飾方法において用い
られるオキシ塩化リン、トリメタリン酸ナトリウム、アジピン酸などの架橋剤は高価であ
る為、より安価な粒構造の強化方法が求められている。物理的加工方法においても、湿熱
処理は必要とされる設備が非常に高価であり、また温水処理は極めて長い反応時間が必要
とされる為、いずれも安価な製造方法であるとは言い難い。
【０００７】
比較的安価に粒構造を強化する方法として、次亜塩素酸ナトリウムを用いる方法が知られ
ている。次亜塩素酸ナトリウムは澱粉の漂白剤もしくは殺菌剤として一般的に用いられて
いる物質であるが、非特許文献１には、コーンスターチにこれを少量添加することで粒構
造を強化し、加熱時の増粘性を高められることが示されている。この現象はＣＨＯ基によ
る分子間架橋結合の結果であろうと推測されている。特許文献１には、少量の次亜塩素酸
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ナトリウムの添加によってワキシーコーンスターチの増粘性が向上することが記載されて
いる。特許文献２には次亜塩素酸処理のもち種澱粉の製造方法が記載され、アルカリ側で
次亜塩素酸処理を行うことが記載されている。特許文献３には、次亜塩素酸塩などの酸化
剤で処理した酸化澱粉の製造方法において、澱粉中に残存する酸化剤を除去する為にL－
アスコルビン酸を使用することが記載されている。しかしながら、これらの文献に示され
た方法で次亜塩素酸ナトリウムを用いた場合、反応終了後に残存塩素除去処理を完全に行
なったとしても、強い塩素臭が澱粉に残留してしまう為、食品の香りや風味を著しく低減
することが問題となる。
特許文献４には、澱粉に多量の次亜塩素酸ナトリウムを添加して酸化処理を行った後にア
ルカリ処理を行い、その後少量の次亜塩素酸ナトリウムを添加して澱粉を漂白し、さらに
残留塩素を除去することが記載されている。しかしながら、特許文献４記載の方法では、
最初の酸化処理において多量の次亜塩素酸ナトリウムを用いる為に強い塩素臭が澱粉に残
留する。さらに、最初の酸化処理よって澱粉が著しく低粘度化する為、その後にアルカリ
処理や少量の次亜塩素酸ナトリウムの添加及び残留塩素除去処理を行っても、澱粉の増粘
効果を得ることができず、むしろ粘度低下が促進される。
【非特許文献１】澱粉科学　第２２巻　第１号　ｐ．１２～１３（１９７５）
【特許文献１】特開平１０－５３６０１号公報
【特許文献２】特開２００５－３０４３８９号公報
【特許文献３】特開２００４－１２３９５９号公報
【特許文献４】特表２００２－５２１５３０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
液相反応において添加した次亜塩素酸ナトリウムを完全に反応させる為には長時間の反応
が必要となるが、長時間反応させると澱粉の低粘度化が起こり、目的とする増粘効果を得
ることができない。そこで、目的とする増粘効果が得られるような反応時間で反応を行な
った後、残存塩素除去処理を行なって反応を完全に止める必要があるが、非特許文献１及
び特許文献１記載の方法では、この残存塩素除去処理がｐＨ６．０で行なわれている。こ
のように次亜塩素酸ナトリウムが反応し続けている、もしくは微量残留している状況下で
ｐＨを中性付近以下にすると、残存する次亜塩素酸ナトリウムから塩素ガスが発生し、澱
粉に塩素臭が残留してしまう。
【０００９】
従って本発明は、未処理澱粉よりも増粘効果が高く、且つ塩素臭が低減された漂白澱粉及
びその製造方法の提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
本発明者らは、前記課題を解決するべく鋭意検討を重ねた結果、高アルカリ性下（ｐＨ１
０．５～１１．５、好ましくは１０．８～１１．２）で次亜塩素酸
ナトリウムを反応させた後、高アルカリ性（ｐＨ１０．５～１１．５、好ましくは１０．
８～１１．２）を維持したまま残存塩素除去処理を行ない、最終的に得られる澱粉中に塩
素が残留せず、且つカルボキシル基含量を０．１重量％未満となるようにすることで、未
処理澱粉よりも増粘効果が高く、且つ塩素臭が低減された漂白澱粉が得られることを見出
し、本発明を完成するに至った。
【００１１】
一実施形態に係る本発明の漂白澱粉は、高アルカリ性下（ｐＨ１０．５～１１．５、好ま
しくは１０．８～１１．２）で次亜塩素酸ナトリウムを反応させた後、高アルカリ性（ｐ
Ｈ１０．５～１１．５、好ましくは１０．８～１１．２）を維持したまま残存塩素除去処
理を行ない、最終的に得られる澱粉中に塩素が残留せず、且つカルボキシル基含量を０．
１重量％未満となるように生成されることを特徴としている。
【００１２】
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また、一実施形態に係る本発明の漂白澱粉の製造方法は、澱粉懸濁液のｐＨを１０．５～
１１．５、好ましくは１０．８～１１．２に調整した後、微量の次亜塩素酸ナトリウムを
添加し、その後ｐＨを１０．５～１１．５、好ましくは１０．８～１１．２に維持し続け
て反応させ、反応終了後にｐＨを１０．５～１１．５、好ましくは１０．８～１１．２に
維持し続けて残存塩素除去処理を行ない、その後水洗、脱水、乾燥、粉砕を経て生成され
ることを特徴としている。
【発明の効果】
【００１３】
本発明の一実施形態に係る本発明の漂白澱粉によれば、残存する次亜塩素酸ナトリウムか
ら発生する塩素ガスは最低限に抑えられ、結果として澱粉に残留する塩素臭を著しく低減
することができる。また、ｐＨが中性付近以下では次亜塩素酸ナトリウムによる澱粉の低
粘度化が促進されてしまうが、本発明においては、次亜塩素酸ナトリウムが反応し続けて
いる、もしくは微量残留している状況下でｐＨを中性付近以下することがない為、従来の
方法よりも増粘効果を損なうことがなく、むしろ向上させた漂白澱粉及びその製造方法を
提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
本発明でいう澱粉とは、コーンスターチ、ハイアミロースコーンスターチ、ワキシーコー
ンスターチ、サゴ澱粉、緑豆澱粉、小麦澱粉、米澱粉、馬鈴薯澱粉、甘藷澱粉、タピオカ
澱粉などから選ばれた少なくとも一種の澱粉であることを意味する。この中でも、増粘性
が高く、且つ市場で大量に流通している安価な澱粉としてタピオカ澱粉、コーンスターチ
、ワキシーコーンスターチ、馬鈴薯澱粉が挙げられ、これらが好ましい。
【００１５】
一般的に澱粉の漂白は、過酢酸、過酸化水素、次亜塩素酸ナトリウム、次亜塩素酸カルシ
ウム、亜塩素酸ナトリウム、二酸化硫黄、亜硫酸塩類、過マンガン酸カリウム、過硫酸ア
ンモニウムから選ばれた少なくとも一種の漂白剤を用いて行なわれる。ただし、これら漂
白剤の中でも次亜塩素酸ナトリウムが最も高い増粘性付与効果を有し、且つ安価であるこ
とから、本発明においては次亜塩素酸ナトリウムを用いることを特徴としている。一方で
、本発明でいう未処理澱粉とは、上記漂白剤を用いて処理されていない澱粉を意味する。
【００１６】
本発明でいう加工澱粉とは、化学的及び／もしくは物理的加工によって澱粉の物性や性質
を改変したものを意味する。化学的加工においては、その代表的な種類として、リン酸架
橋、アセチル化アジピン酸架橋、アルデヒド架橋、アクロレイン架橋、エピクロルヒドリ
ン架橋、グラフト重合、アセチル化、リン酸化、ギ酸化、脂肪酸化、硫酸化、ヒドロキシ
エチル化、ヒドロキシアルキル化、ヒドロキシプロピル化、カルボキシルメチル化、シア
ノエチル化、メチル化、カチオン化、オクテニルコハク酸化などが挙げられる。物理的加
工においては、その代表的な種類として、α化、湿熱処理、油脂加工、酵素処理、酸処理
、アルカリ処理、温水処理、ボールミル処理、高圧処理などが挙げられる。本発明におい
ては、上記加工によって得られる澱粉の性質と次亜塩素酸ナトリウムによる澱粉の粒構造
の強化を組み合わせることを目的として、これら加工澱粉を原料として用いることが可能
である。例えば、アセチル化、ヒドロキシプロピル化、オクテニルコハク酸化のように澱
粉の粒構造を強化する効果がない加工方法と次亜塩素酸ナトリウムによる粒構造の強化を
組み合わせることは、加工澱粉の物性改良においては有意義である。また、リン酸架橋や
アセチル化アジピン酸架橋のように澱粉粒の粒構造を強化することを目的とした加工方法
と次亜塩素酸ナトリウムによる粒構造の強化を組み合わせることについても、リン酸架橋
やアセチル化アジピン酸架橋に用いる架橋剤の低減や粒構造強化の度合いの微調整におい
て有効である。従って、本発明の製造方法が上記加工澱粉の製造工程に含まれていてもよ
い。
【００１７】
本発明でいうカルボキシル基含量とは、次亜塩素酸ナトリウムを用いた反応によって導入
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された澱粉中のカルボキシル基を示すものであり、この値を用いて次亜塩素酸ナトリウム
による加工の度合いを判定することができる。本発明においては、澱粉中のカルボキシル
基含量を０．１重量％未満にすることで、未処理澱粉よりも増粘性を高め、且つ塩素臭の
残留を低減させることができる。カルボキシル基含量が０．１％以上であると、次亜塩素
酸ナトリウムによる低粘度化が促進される為に増粘性を得ることができず、さらに反応に
おいて澱粉懸濁液中の次亜塩素酸ナトリウムの量が過剰となる為、塩素臭が残留し易くな
る。
【００１８】
上記カルボキシル基含量は、以下の方法によって定量される。乾燥物重量５．０ｇの澱粉
試料に０．１Ｎ塩酸５０ｍｌを加え、３０分間攪拌した後、ガラスフィルター（１７Ｇ－
４）を用いて吸引濾過する。なお、濾液が塩化物の反応を呈さなくなるまで蒸留水で洗浄
を続ける。塩化物の反応は、濾液に０．１Ｎ硝酸銀溶液を添加することで確認することが
でき、濾液が白濁すれば塩化物反応が起こっていることとなる。残留物を水３００ｍｌに
懸濁し、攪拌しながら水浴上で加熱してゲル化させ、さらに１５分間加熱した後、フェノ
ールフタレイン指示薬を３滴加え、直ちに０．１Ｎ水酸化ナトリウム溶液で呈色するまで
滴定する。空試験では、乾燥物重量５．０ｇの澱粉試料に蒸留水５０ｍｌを加え、３０分
間攪拌した後、ガラスフィルター（１７Ｇ－４）を用いて吸引濾過し、蒸留水２００ｍｌ
で洗う。残留物を蒸留水３００ｍｌに懸濁し、攪拌しながら水浴上で加熱してゲル化させ
、さらに１５分間加熱した後、フェノールフタレイン指示薬を３滴加え、直ちに０．１Ｎ
水酸化ナトリウム溶液で呈色するまで滴定する。カルボキシル基含量は以下の計算式を用
いて算出する。
　　　カルボキシル基含量（重量％）＝（Ａ－Ｂ）×Ｆ×０．４５／５
　　　　　Ａ：試料滴定量（ｍｌ）
　　　　　Ｂ：空試験滴定量（ｍｌ）
　　　　　Ｆ：０．１Ｎ水酸化ナトリウムの力価
【００１９】
本発明に用いる次亜塩素酸ナトリウムの添加量は、澱粉乾燥物重量に対して有効塩素とし
て５０～４０００ｐｐｍ、好ましくは１００～２０００ｐｐｍである。ただし、未処理澱
粉よりも高い増粘性を得る為に必要とされる次亜塩素酸ナトリウムの最適な添加量は、原
料澱粉の種類によって異なる。例えば、原料澱粉がタピオカ澱粉の場合、次亜塩素酸ナト
リウムの添加量は２００～１０００ｐｐｍ、好ましくは３００～７００ｐｐｍが最適であ
る。原料澱粉がコーンスターチの場合、次亜塩素酸ナトリウムの添加量は２００～２００
０ｐｐｍ、好ましくは５００～１０００ｐｐｍが最適である。原料澱粉がワキシーコーン
スターチの場合、次亜塩素酸ナトリウムの添加量は２００～４０００ｐｐｍ、好ましくは
５００～２０００ｐｐｍが最適である。原料澱粉が馬鈴薯澱粉の場合、次亜塩素酸ナトリ
ウムの添加量は５０～１０００ｐｐｍ、好ましくは１００～５００ｐｐｍが最適である。
【００２０】
次亜塩素酸ナトリウムの有効塩素は、以下の方法によって定量される。約１０ｇの次亜塩
素酸ナトリウム試料を精秤し、２００ｍｌのメスフラスコに移した後、蒸留水を加えて２
００ｍｌの試料溶液とする。この試料溶液１０ｍｌを２００ｍｌ共栓付き三角フラスコに
採り、１０％ヨウ化カリウム溶液２０ｍｌと３０％硫酸２０ｍｌを加え、混合する。これ
を暗所にて５分間静置した後、０．０５Ｎチオ硫酸ナトリウムで無色化するまで滴定する
。空試験では、試料溶液に蒸留水１０ｍｌを用いて同様の操作を行なう。有効塩素は以下
の計算式を用いて算出する。
　　　有効塩素（重量％）＝（Ａ－Ｂ）×Ｆ×３．５５／Ｓ
　　　　　Ａ：試料滴定量（ｍｌ）
　　　　　Ｂ：空試験滴定量（ｍｌ）
　　　　　Ｆ：０．０５Ｎチオ硫酸ナトリウムの力価
　　　　　Ｓ：試料重量（ｇ）
【００２１】
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本発明における次亜塩素酸ナトリウム添加後の反応は、ｐＨ１０．５～１１．５、好まし
くはｐＨ１０．８～１１．２を維持して行なわれる。ｐＨの維持は、水酸化ナトリウムや
炭酸カルシウムなどのアルカリ剤を適宜添加することで達せられ、アルカリ剤は固体もし
くは溶液のいずれでも構わない。ｐＨ維持を行なわなければ、次亜塩素酸ナトリウムの反
応によってｐＨは徐々に低下していく。ｐＨが中性付近以下に達すると、次亜塩素酸ナト
リウムによる澱粉の低粘度化が起こり、さらには塩素ガスの発生が促進される。従って、
反応中のｐＨを高アルカリ性に保つことは、澱粉の物性及び臭いの観点から非常に重要で
ある。ただし、ｐＨを１１．５以上に保つと反応中に澱粉の膨潤が起こり、反応中の澱粉
懸濁液の粘度が高くなる為、反応の不均一化や工程内での詰まりの原因となり、好ましく
ない。
【００２２】
本発明における次亜塩素酸ナトリウム添加後の反応温度は、１５～５５℃、好ましくは３
０～４５℃である。反応温度が１５℃以下では反応効率が極端に低下し、５５℃以上では
反応中の澱粉懸濁液の粘度が高くなる為、反応の不均一化や工程内での詰まりの原因とな
り、好ましくない。
【００２３】
本発明における次亜塩素酸ナトリウム添加後の反応時間は、１５～１８０分間、好ましく
は３０～９０分間である。次亜塩素酸ナトリウムによる増粘効果の向上は、比較的短時間
の反応によって得ることができるが、１５分間以下の反応では反応の不均一化が起こり易
く、１５０分間以上の反応では澱粉の低粘度化が起こる為、好ましくない。
【００２４】
本発明における残存塩素除去処理とは、次亜塩素酸ナトリウムによる反応を終了させる為
に、反応中の澱粉懸濁液に亜硫酸水素ナトリウム、亜硫酸ナトリウム、ピロ亜硫酸ナトリ
ウム、アスコルビン酸ナトリウムなどの還元剤を添加することを意味する。還元剤は固体
もしくは溶液のいずれでも構わない。また、還元剤の添加量は、次亜塩素酸ナトリウムの
添加量や残留している残存塩素量に応じて適宜調整することができる。澱粉懸濁液に残留
している残存塩素の有無は、ＫＩチェック法によって定性的に確認することができる。
【００２５】
上記ＫＩチェック法とは、以下の方法である。濾紙に１Ｎ硫酸を数滴添加し、その上に澱
粉懸濁液を数滴添加して馴染ませる。その上に１０％ヨウ化カリウム溶液を数滴添加し、
変色が認められた場合は塩素が残留していることを意味する。変色が認められなかった場
合は塩素が残留しておらず、残存塩素除去処理が完全に行なわれたことを意味する。
【００２６】
還元剤による残存塩素除去処理は非常に短時間で達することができるが、反応時間を延長
したとしても澱粉の物性及び臭いに何ら影響を与えない為、残存塩素除去処理時間は特に
制限されるものではない。また前述したように、残存塩素除去処理をｐＨ１０．５～１１
．５、好ましくはｐＨ１０．８～１１．２に維持し続けて行なうことによって、澱粉の増
粘効果を損なうことなく、且つ澱粉に残留する塩素臭を著しく低減することが可能となる
。
【００２７】
本発明によって得られる漂白澱粉を食品に用いることで、加熱・調理後の増粘性、粘弾性
、保形性の向上及び安定化を達することができる。その用途例としては、タレ、ソース、
ドレッシング、フィリング、水産畜産練り食品、点心類、麺類、和洋菓子類などが挙げら
れる。
【実施例】
【００２８】
以下に実施例を示すことで本発明の詳細を説明するが、本発明は多くの異なる態様で実施
することが可能であり、以下に示す実施例の記載内容に限定して解釈されるものではない
。
【００２９】
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未処理のタピオカ澱粉１００ｇに水を加え、固形分３８％濃度の澱粉懸濁液を調製した。
次いで、３％水酸化ナトリウムを用いてｐＨ１１．０に調整し、次亜塩素酸ナトリウムを
澱粉乾物重量に対して有効塩素として５００ｐｐｍ添加し、３％水酸化ナトリウムを用い
てｐＨ１１．０に維持しながら３４℃で６０分間反応した。その後、ピロ亜硫酸ナトリウ
ムを澱粉乾物重量に対して２５０ｐｐｍ添加し、３％水酸化ナトリウムを用いてｐＨ１１
．０に維持しながら３４℃で３０分間反応させた後、９％塩酸を用いてｐＨ５．５に調整
した。次いで、この澱粉懸濁液を５倍量の水で２回洗浄し、生じた澱粉ケーキを４０℃で
７時間乾燥して、水分８～１５％に調整した。これをミキサーで粉砕し、８０メッシュを
通したものを澱粉試料とした。
【００３０】
（比較例１）
３％水酸化ナトリウム及び９％塩酸を用い、次亜塩素酸ナトリウム添加後の反応ｐＨ及び
ピロ亜硫酸ナトリウム添加後の反応ｐＨをいずれも５．５に保ったものを比較例１－１、
８．０に保ったものを比較例１－２、１０．０に保ったものを比較例１－３の澱粉試料と
した。その他の操作は実施例１と同様とした。
【００３１】
（比較例２）
次亜塩素酸ナトリウム添加後の反応ｐＨを１１．０に保った後、ピロ亜硫酸ナトリウム添
加後の反応ｐＨを５．５に保ったものを比較例２－１、８．０に保ったものを比較例２－
２の澱粉試料とした。その他の操作は実施例１と同様とした。
【００３２】
（比較例３）
次亜塩素酸ナトリウムを添加せず、その他の操作を実施例１と同様に操作して澱粉試料を
得た。
【００３３】
（試験例１）
澱粉試料に蒸留水を加え、適宜濃度を調整した澱粉懸濁液３０ｇを調製し、ラピッド・ビ
スコ・アナライザー－４（ＮＥＷＰＯＲＴ　ＳＣＩＥＮＴＩＦＩＣ　ＰＴＹ　ＬＴＤ社製
）を用いて加熱後粘度を測定した。測定条件は以下の通りである。測定によって得られた
粘度チャートの最終粘度（５０℃）を澱粉試料の糊粘度として、表１～４に示した。
温度設定：５０℃で６０秒間保持後、０．２℃／秒で９５℃まで昇温し、９５℃で１５０
秒間保持する。その後、０．２℃／秒で５０℃まで冷却し、５０℃で１２０秒間保持する
。
パドル回転数：１６０ｒｐｍ
【００３４】
（試験例２）
澱粉試料１０ｇを２００ｍｌトールビーカーに採り、プラスチック棒で攪拌しながら澱粉
の塩素臭の強弱を官能的に評価した。次いで、この澱粉試料に蒸留水１５ｍｌ加えて十分
攪拌し、攪拌しながら澱粉懸濁液の塩素臭の強弱を官能的に評価した。さらに、この澱粉
懸濁液試料に沸騰した蒸留水を加えて１００ｍｌの澱粉糊を調製し、攪拌しながら塩素臭
の強弱を官能的に評価した。臭いの官能評価は０～５の６段階評価で点数を付け、点数が
高いほど塩素臭が強いものとした。得られた結果を表１～４に示した。
【００３５】
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【表１】

 
【００３６】
表１より、実施例１は比較例１～３よりも糊粘度が高く、且つ塩素臭が低減されており、
本発明の目的とする効果が得られることを確認した。なお、カルボキシル基含量はいずれ
も０．１％未満であった。
【００３７】
（実施例２）
未処理のコーンスターチ１００ｇに水を加え、固形分３８％濃度の澱粉懸濁液を調製した
。次いで、３％水酸化ナトリウムを用いてｐＨ１１．０に調整し、次亜塩素酸ナトリウム
を澱粉乾物重量に対して有効塩素として１０００ｐｐｍ添加し、３％水酸化ナトリウムを
用いてｐＨ１１．０に維持しながら３４℃で６０分間反応した。その後、ピロ亜硫酸ナト
リウムを澱粉乾物重量に対して５００ｐｐｍ添加し、３％水酸化ナトリウムを用いてｐＨ
１１．０に維持しながら３４℃で３０分間反応させた後、９％塩酸を用いてｐＨ５．５に
調整した。次いで、この澱粉懸濁液を５倍量の水で２回洗浄し、生じた澱粉ケーキを４０
℃で７時間乾燥して、水分８～１５％に調整した。これをミキサーで粉砕し、８０メッシ
ュを通したものを澱粉試料とした。
【００３８】
（比較例４）
次亜塩素酸ナトリウム添加後の反応ｐＨを１１．０に保った後、ピロ亜硫酸ナトリウム添
加後の反応ｐＨを５．５に保ったものを比較例４－１、８．０に保ったものを比較例４－
２の澱粉試料とした。その他の操作は実施例２と同様とした。
【００３９】
（比較例５）
次亜塩素酸ナトリウムを添加せず、その他の操作を実施例２と同様に操作して澱粉試料を
得た。
【００４０】

【表２】

 
【００４１】
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表２より、実施例２は比較例４及び５よりも糊粘度が高く、且つ塩素臭が低減されており
、本発明の目的とする効果が得られることを確認した。なお、カルボキシル基含量はいず
れも０．１％未満であった。
【００４２】
（実施例３）
未処理のワキシーコーンスターチを原料に用い、実施例２と同様に操作して澱粉試料を得
た。
【００４３】
（比較例６）
次亜塩素酸ナトリウム添加後の反応ｐＨを１１．０に保った後、ピロ亜硫酸ナトリウム添
加後の反応ｐＨを５．５に保ったものを比較例６－１、８．０に保ったものを比較例６－
２の澱粉試料とした。その他の操作は実施例１と同様とした。
【００４４】
（比較例７）
次亜塩素酸ナトリウムを添加せず、その他の操作を実施例３と同様に操作して澱粉試料を
得た。
【００４５】
【表３】

 
【００４６】
表３より、実施例３は比較例６及び７よりも糊粘度が高く、且つ塩素臭が低減されており
、本発明の目的とする効果が得られることを確認した。なお、カルボキシル基含量はいず
れも０．１％未満であった。
【００４７】
（実施例４）
未処理の馬鈴薯澱粉１００ｇに水を加え、固形分３８％濃度の澱粉懸濁液を調製した。次
いで、３％水酸化ナトリウムを用いてｐＨ１１．０に調整し、次亜塩素酸ナトリウムを澱
粉乾物重量に対して有効塩素として２５０ｐｐｍ添加し、３％水酸化ナトリウムを用いて
ｐＨ１１．０に維持しながら３４℃で６０分間反応した。その後、ピロ亜硫酸ナトリウム
を澱粉乾物重量に対して１２５ｐｐｍ添加し、３％水酸化ナトリウムを用いてｐＨ１１．
０に維持しながら３４℃で３０分間反応させた後、９％塩酸を用いてｐＨ５．５に調整し
た。次いで、この澱粉懸濁液を５倍量の水で２回洗浄し、生じた澱粉ケーキを４０℃で７
時間乾燥して、水分８～１５％に調整した。これをミキサーで粉砕し、８０メッシュを通
したものを澱粉試料とした。
【００４８】
（比較例８）
次亜塩素酸ナトリウム添加後の反応ｐＨを１１．０に保った後、ピロ亜硫酸ナトリウム添
加後の反応ｐＨを５．５に保ったものを比較例８－１、８．０に保ったものを比較例８－
２の澱粉試料とした。その他の操作は実施例１と同様とした。
【００４９】
（比較例９）
次亜塩素酸ナトリウムを添加せず、その他の操作を実施例３と同様に操作して澱粉試料を
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【００５０】
【表４】

 
【００５１】
表４より、実施例４は比較例８及び９よりも糊粘度が高く、且つ塩素臭が低減されており
、本発明の目的とする効果が得られることを確認した。なお、カルボキシル基含量はいず
れも０．１％未満であった。
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